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研究要旨：ストレスマネジメントとは，主に心理的ストレスに関する正しい理解を

促す心理教育や，心理的ストレスへのコーピング方略の獲得や拡充をねらいとした

介入を行うことによって，心理的ストレスとのつきあい方を習得する手続きの総称

として用いられることが多い（竹中，1997）。また，ストレスマネジメントには，大

きくストレッサーに対する直接的コントロールを行う環境調整に加え，呼吸法や自

律訓練法，漸進的筋弛緩法などによって情動の安定化を目指す情動的技法，認知再

構成法（認知的再体制化）などの認知的技法，社会的スキル訓練などの行動的技法

が含まれることが多い（嶋田他，2010）。したがって，このような総合的な視点を持

って，ストレスマネジメント教育プログラムを充実させる必要がある。	

	 平成 29 年度までの研究の成果によって，適切なアセスメントが可能な仕組み作り

が必要であることを把握したが，質の異なるストレッサーに直面した時の様相も広

く把握しておく必要があると考えられる。そこで本報告では，認知行動療法を用い

たストレスマネジメント教育プログラムの開発・評価の一環として，特定の環境下

における特定の対象者の心理的ストレスの様相を検討することを試みた。具体的に

は，労働者を対象としてアプリケーションを用いたコーピング獲得支援を行った場

合の検討（データ追加），大規模災害に被災した地域の高校生を対象としてマインド

フルネス介入を実施した場合の検討，医療従事者を対象としてワーク・エンゲイジ

メントを指標とした場合の検討を行った。	

	

	

ストレスマネジメント実践のための 

アセスメントアプリケーションの 

有効性の検討 

Ａ．研究目的 

産業・労働分野においては，職場のメ

ンタルヘルス対策として，さまざまなス
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トレッサーからもたらされる悪影響の軽

減に対して有効に機能するコーピングの

拡充によってストレス耐性を高めること

を目的とした認知行動療法型ストレスマ

ネジメント（Cognitive	Behavior	Stress	

Management：以下，CBSM）が実施されて

おり，ある程度の効果があることが明ら

かにされている（河田・嶋田，2011 など）。	

認知行動療法においては，これらの効

果性を支えるための工夫として，一般的

にセルフ・モニタリング法が用いられる

ことが多い。このセルフ・モニタリング

を用いることによって，当該のストレッ

サーに対して，自身が用いているコーピ

ングが，どの程度有効に機能しているか

を俯瞰的に理解できるようになることが

期待されている。	

一方で，CBSM は主に集団の研修形式で

実施されることが多く，対象者自身が自

分のコーピングの有効性を俯瞰的に理解

するセルフ・モニタリング法の手続きを

十分に用いることができない者が生じて

しまうことに起因して，結果的にその介

入効果が十分に得られず，測定される全

体的な効果性が低減してしまうことが懸

念される。そのため，CBSM においては，

対象者に対する支援の効果性を高めるた

めに，個に応じて精緻化した手続きの工

夫が必要であると考えられる。	

その具体的な工夫として，対象者のさ

まざまな情報を蓄積して，対象者が必要

とする情報を適切な形で提供することを

可能にする情報通信技術（Information	

and	Communication	Technology：以下，

ICT）の活用が考えられる。この ICT を

CBSM に適用すると，従来のセルフ・モニ

タリング法が担っていた機能の代替とし

て，個人のコーピングの有効性に関する

個々のデータを当該個人のデータベース

として蓄積し，あるストレッサーに対し

て，その個人にとって有効性の高いこと

が予測されるコーピングを，ある程度自

動的に個人にフィードバックすることが

考えられる。これが可能になれば，たと

え集団の研修形式で CBSM が行われたと

しても，個別化されたストレスマネジメ

ントの効果性を高めるようになることが

期待される。	

一方で，個人が感じるストレスは，睡

眠を中心とした生活リズムの影響を大き

く受けやすいため（岡島，2012），ストレ

スコーピング方略の拡充とコーピング方

略使用の柔軟性の向上に関する支援と同

時に，睡眠改善の介入を実施することに

よって，さらにストレス低減効果が促進

されることが示唆されている（Vargas	et	

al.,	2014）。したがって，総合的にスト

レスマネジメント介入の効果をさらに高

めるためには，個人の睡眠に関する問題

を適切にアセスメントし，睡眠リズムを

整えることを基盤としながら，ストレス

コーピングの拡充を目的とした介入が有

用であると考えられる。	

以上のことを踏まえて，本一連研究に

おいては，CBSM における個別的支援の精

緻化を意図して，コーピングレパートリ

ーの拡充と睡眠に関連する問題の改善を

目指したスマートフォンアプリケーショ

ンを開発した（田中他，2017）。そこで本

研究では，当該のスマートフォンアプリ

ケーションを用いた CBSM の効果を検証

することを目的とした。なお，この取り

組みは平成 29 年度から始めており，平成

30 年度においては，新たに収集したデー

タを追加したため，それらを合わせた分

析結果を中心に報告する。	
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Ｂ．研究方法 

研究協力者：首都圏の一般企業に勤務し

ており，研究への参加の同意が得られた

20 歳以上の労働者 103 名（男性 69 名，

女性 34 名，平均年齢 39.84±10.05 歳）

を対象とした。なお，この研究協力者に

は，平成 29 年度までの協力者のデータを

含んでいる。  
調査項目：(a)	デモグラフィック項目：

性別，年齢，職種，(b)	心理的ストレス

反 応 ： Stress	 Response	 Scale-18

（SRS-18：鈴木他，1997），(c)	コーピン

グレパートリー：Tri-axial	Coping	Scale	

24（TAC-24：神村他，1995），(d)	不眠の

重症度：Pittsburgh	Scale	Quality	Index	

（PSQI：土井他，1998）への回答を求め

た。  
手続き：まず，研究協力者を，(1)	ワー

クシート群（以下，WS 群：43 名），(2)	面

接群（19 名），(3)	アプリケーション群

（以下，アプリ群：41 名）に振り分けた。

WS 群に対しては，ストレスと睡眠の改善

のための心理教育用冊子，ストレスに関

するセルフ・モニタリング表，睡眠日誌

をワークシートとして配布し，このワー

クシートへの記録を各自で 2 週間分記入

することを求めた。	

	 また，面接群に対しては，WS 群の手続

きに加えて，ストレスのモニタリング，

および睡眠改善のための個別面接を 40

分間ずつ実施した。さらに，アプリ群に

対しては，睡眠に関する問題の改善とコ

ーピングレパートリーの拡充を促すスマ

ートフォンアプリケーション（本一連研

究において開発：田中他，2017）の利用

とアプリケーションの中への記録を各自

で 2 週間分記入することを求めた。	

	 そして，３群のすべての者に対して，

介入開始前（pre 測定）と各群の 2 週間

の介入期間後（post 測定）の 2 時点にお

いて，質問紙の測度である	(a)〜(d)	へ

の回答を求めた。	

	 なお，本研究は，早稲田大学「人を対

象とする研究に関する倫理審査委員会」

の承認を得て実施された（承認番号：

2016-134）。  
スマートフォンアプリケーションの仕

様：アプリ群に用いたアプリケーション

は，コーピングレパートリーの拡充を目

指した機能として，自身にとっての機能

的なコーピングを，対象者（ユーザー）

が俯瞰的に理解することを促すよう意図

して作成されている。具体的には，「スト

レッサー」，「コーピング実行前のストレ

ス反応の強度」，「実行したコーピング」，

「コーピング実行後のストレス反応の強

度」を記録する仕様である。ここで，コ

ーピングの機能は，ユーザーが入力した

コーピング実行前と実行後のストレス反

応の強度の差分値に基づき，「○（平均値

+1SD 点以上）」，「△（０点以上，平均値

+1SD 点未満）」，「×（０点未満）」の３段

階で評価される（Figure	1，2）。	

	 また，実行した具体的なコーピングに

対しては，入力後に即時的にフィードバ

ックが行われ，「○」の場合には，当該コ

ーピングの継続的な選択を促す教示が表

示される。また，「△」の場合には，他の

コーピングの実行を促すために，ユーザ

ー自身のデータベースから過去に有効で

あったコーピングが教示される。そして，

「×」の場合には，過去の有効なコーピ

ングに加えて，ユーザーが過去に実行し

ていない他のコーピングを確認すること

が提案される。なお，過去に実行したコ

ーピングの全てのデータが蓄積されるた



 
	

 26 

め，データを積み重ねるたびに適切なコ

ーピングに関するフィードバックの精度

が高まる仕組みであるのがこのアプリケ

ーションの特徴である。 

 

Figure	1.	ストレッサー入力画面。	

 

 

Figure	2.	コーピング評価のフィードバ

ック画面。	

	

	 また，本アプリケーションでは，睡眠

に関する問題の改善を目指した機能とし

て，複数の質問から睡眠の問題の有無に

関するアセスメントを行い，睡眠の問題

がある可能性があると判断された対象者

のみが CBSM プログラムと同時に睡眠プ

ログラムを実施する仕様を用いた。具体

的には，「仕事がシフト制勤務か」，「日中

の眠気の有無」，「平日と休日の睡眠時間

のズレの有無」，「入眠困難の有無」，「中

途覚醒の有無」，「中途覚醒後の入眠困難

の有無」，「いびきの有無」，「夕方以降に

日中のパフォーマンスが上がるか」であ

る。対象者はアプリケーションの中で複

数提案された睡眠問題の改善を促す行動

の中から，実行できそうな行動を選択，

実行しながら睡眠記録をつけることを求

めた（Figure	3）。この睡眠記録のデータ

に基づいて，睡眠問題が改善されている

かに関する睡眠の記録の変動を確認し，

改善がみられない場合には，他の行動の

実行を提案する仕様を用いた。	

	

	

Figure	3.	睡眠記録入力画面。	

	

Ｃ．研究結果 

	 研究協力者のうち，post 測定までのア

ンケートへの記入の協力が得られ，デー

タに欠損のなかった 68 名（WS 群：25 名，
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面接群：14 名，アプリ群：29 名）のデー

タを分析対象とした。	

	 まず，コーピングレパートリーの変化

を検討するために，TAC-24 の各下位尺度

得点をそれぞれ従属変数とし，群（WS 群，

面接群，アプリ群）および時期（pre 測

定，post 測定）を独立変数とした 2 元配

置分散分析を実施した。その結果，「肯定

的解釈」得点において交互作用が有意で

あった（F	(65,2)=4.48，p	=.02）。そこ

で，単純主効果の検定を行ったところ，

アプリ群において pre測定から post測定

にかけて得点が減少することが示された

（p	=.02）。一方で，面接群においては

pre測定から post測定にかけて得点が上

昇する傾向が見られた（p	=.07）。また，

「情報収集」得点においては，交互作用

が有意傾向であった（F	(65,2)=3.05，p	

=.05）ため，探索的に単純主効果の検定

を行った結果，アプリ群において得点が

減少することが示された（p	<.05）。	

続いて，心理的ストレス反応の変化に

関して検討を行うため，SRS-18 の各下位

尺度得点をそれぞれ従属変数とし，群お

よび時期を独立変数とした 2 元配置分散

分析を実施した。その結果，いずれの下

位尺度においても有意な交互作用および

主効果は得られなかった。	

	 また，睡眠の困難さの変化に関して検

討を行うため，PSQI の「睡眠困難」得点

を従属変数，群および時期を独立変数と

した 2 元配置分散分析を実施した。しか

しながら，いずれも有意な交互作用およ

び主効果は得られなかった。	

	

Ｄ．考察 

	 本研究の目的は，コーピングレパート

リーの拡充と睡眠の問題の改善を目指し

たスマートフォンアプリケーションを用

いた CBSM の効果を検討することであっ

た。その結果，コーピングレパートリー

に関しては，個別面接を行った面接群に

おいては，一部のコーピング方略の実行

の頻度が向上することが示された一方で，

スマートフォンアプリケーションを使用

したアプリ群においては，一部のコーピ

ング方略の実行の頻度がむしろ減少して

しまうことが示された。	

	 以上の結果を踏まえると，容易に予測

されたとおり，コーピングレパートリー

の拡充に際しては，支援対象者に対して

個別に面接を実施し，実行したコーピン

グに関する個に応じた丁寧なモニタリン

グを支援者と共に行うことが も有用で

あると考えられる。一方で，スマートフ

ォンアプリケーションの使用によって特

定のコーピングレパートリーの実行の頻

度が減少したことは，コーピングレパー

トリーの拡充という観点からは，効果が

確認できなかったものの，データを記録

していた 中に出くわしたストレッサー

に対して非機能的であったコーピング方

略の実行の頻度が減少したとも理解する

ことができる。したがって，実験期間を

長くして日常生活で出くわしうる一通り

のストレッサーを網羅することができれ

ば，これらの点の検証ができると考えら

れる。	

	 本研究においては，アプリ群は，面接

群と同等かそれ以上の効果が得られると

いう結果を予測していたが，以上の結果

をまとめると，当初の予測した結果は得

られなかった。したがって，本研究で用

いた仕様のスマートフォンアプリケーシ

ョンの使用は，必ずしも CBSM の効果の向

上に直接的に有用であるとはいうことが
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できなかった。しかしながら，ストレス

マネジメントの目標の１つである機能的

なコーピングの実行という側面から考え

ると，本研究で得られた結果は必ずしも

ネガティブではないと見なすことも可能

であるため，アプリケーションのさらな

る仕様の工夫や実験計画等を工夫するこ

とによってこの点を明らかにすることが

できると考えられる。特に，本研究にお

いて直接的に測定したコーピングレパー

トリーの拡充に限らず，ストレス反応の

表出に至るまでのプロセス変数も同時に

検討していくことが必要であると考えら

れる。	

	

Ｅ．結論 

	 本研究の結果からは，開発した仕様の

スマートフォンアプリケーションの使用

によって CBSM の効果を高めることがで

きるとは必ずしもいえないことが示され

た。しかしながら，ある状況下における

当該個人にとって機能的なコーピングの

選択には有用である可能性が示唆される

ことから，今後の継続的な研究において

これらの検討を行うことが必要であると

考えられる。	
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発表論文集，34．	

Vargas,	 S.,	 Antoni,	 M.,	 Carver,	 C.,	

Lechner,	S.,	Wohlgemuth,	W.,	Llabre,	

M.,	 Blomberg,	 B.,	 Glück,	 S.,	 &	

DerHagopian,	 R. （ 2014 ） ． Sleep	

quality	and	fatigue	after	a	stress	

management	intervention	for	women	

with	early-stage	breast	cancer	in	

Southern	 Florida. 	 International	

Journal	 of	 Behavioral	 Medicine，

21，971-981.	
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高校生に対する 

短期マインドフルネスの効果 

 

Ａ．研究目的 

近年，トラウマの治療において，認知

行動療法を基礎としたマインドフルネス

の有効性が示されている（Babette，2011）。

マインドフルネスとは，「今ここ」に注意

を集中し，過去や未来ではなく現在を体

験することである。マインドフルネスの

プ ロ グ ラ ム を 体 系 化 し た も の に

Kabat-Zinn（1990）の提唱するマインド

フルネスストレス低減法がある。マイン

ドフルネスストレス低減法を基盤とした

介入によって，抑うつの低減に効果があ

ること（Kearney,	et	al.，2012）やスト

レス反応得点が減少すること（Carmody	&	

Baer，2008）が示唆されている。これら

の手続きのなかでも特に，マインドフル

ネスの手続きとしてもあげられるヨーガ

が，PTSD の補助的治療として認められつ

つあり，ヨーガの有効性が支持されてい

る（Emerson,	et	al.，2009）。	

本研究では，高校生を対象として，集

団におけるマインドフルネスのヨーガ瞑

想法を実施し，マインドフルネスの「注

意」や「気づき」を測定する操作変数を

明確にしたうえで，短期マインドフルネ

スの効果と今後の課題を明らかにする。	

	

Ｂ．研究方法 

研究対象者と調査方法：東日本大震災に

被災した地域の高等学校に通う２年生７

クラス 207 名を対象に研究参加の依頼を

行った。平成 29 年 11 月に学級ごとに質

問紙調査を実施した。その後，平成 29

年 12 月にマインドフルネスを実施する

マインドフルネス介入群，または，スト

レスに関する心理教育を受ける心理教育

群（対照群）にわかれて介入を実施し，

実施から約１週間後に再度，質問紙調査

を行った。また，フォローアップとして，

平成 30年 5月に同様の質問紙調査を実施

した。 

介入参加者の選定：マインドフルネスの

介入実施にあたり，マインドフルネスの

介入としてヨーガを用いることを説明し

た上で，質問紙において「受けたい」「受

けてもいい」「できれば嫌だ」「絶対嫌だ」

の 4 件法で聞き，参加意志の有無を確認

した。 

マインドフルネスの介入を「受けたい」

「受けてもいい」と回答した生徒をマイ

ンドフルネス介入群とし，マインドフル

ネスの介入について「できれば嫌だ」「絶

対嫌だ」と回答した生徒を心理教育群と

した。マインドフルネス介入群は 82 名

（男性対象なし，女性 82 名），心理教育

群は 117 名（男性 45 名，女性 72 名）で

あった。  
マインドフルネスの介入プログラム：１

回 60 分の授業時間において，マインドフ

ルネスヨーガ瞑想法についての説明（約

５分），準備運動を含めたマインドフルネ

スヨーガ瞑想法（約 50 分），感想シート

の記入（約５分）を行った。各授業２～

３クラス合同で実施し，７クラス分（計

３回）行った。マインドフルネスの介入

は，ヨーガインストラクターの資格（ANCS）

をもち臨床心理学を専攻する大学院生が

実施した。 

心理教育の介入プログラム：１回 60 分の

授業時間において，ストレスについての

心理教育を行った。「ストレスってなんだ

ろう」をテーマに，講義およびワークで

構成されている。講義は，パワーポイン
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トのスライドを利用して行われた。心理

教育プログラムは，臨床心理士の資格を

もつ大学教員が実施した。 

効 果 指 標 ： (a)	 Mindful	 Attention	

Awareness	Scale（MAAS）の日本語版（藤

野 他 ， 2015 ）， (b)	 Center	 for	

Epidemiologic	 Studies	 Depression	

Scale（CES-D）の日本語版（島他，1985），

(c)	IES-R の日本語版（Asukai,	et	al.，

2002）， (d)心 理的ストレス反応尺度

（SRS-18：鈴木他，1997）を用いた。 

倫理面への配慮：対象となった生徒に対

して，質問紙への回答は任意であり，質

問紙への回答を拒否や中断しても不利益

は一切生じないこと，結果は個人が特定

できない形式で学会等での発表を予定し

ていることを，書面および口頭での教示

で行った。なお，本研究の手続きは桜美

林大学研究倫理委員会の承認を得て実施

した（倫理承認番号：16030）。 

	

Ｃ．研究結果 

介入対象となった 207 名のうち，介入

前，介入後，フォローアップのすべての

質問紙調査を受けている 188 名（マイン

ドフルネス介入群 57 名，心理教育群 131

名）を分析対象とした。 
介入効果の検討：１）抑うつ	 抑うつに

ついては，群の主効果は有意ではなく（F	

(1,186)	=	.860,	n.s.），時期の主効果が

有意であったが（F	(2,372)	=	3.782,	p	

<.05），交互作用は有意ではなかった（F	

(2,372)	=	1.841,	n.s.）。 

２）外傷後ストレス反応	 外傷後ストレ

ス反応については，群の主効果は有意で

はなく（F	(1,186)	=	.018,	n.s.），時期

の主効果（F	(2,372)	=	2.924,	p	<.10），

および交互作用に有意傾向がみられた（F	

(2,372)	=	2.649,	p	<.10）。単純主効果

の検定の結果，マインドフルネス介入群

において，介入前に比べて介入後の外傷

後ストレス反応得点が低減していること

（p	<.10），また，介入前に比べてフォロ

ーアップの外傷後ストレス反応得点が低

減していること（p	<.10）が示された。	

３）ストレス反応	 ストレス反応につい

ては，群の主効果（F	(1,186)	=	.155,	

n.s.），時期の主効果（F	(2,372)	=	1.734,	

n.s.），および交互作用（F	(2,372)	=	.749,	

n.s.）はいずれも有意ではなかった。	

４）ストレス反応下位尺度	

(a)抑うつ・不安	 抑うつ・不安について

は，群の主効果（F	(1,186)	=	.010,	n.s.），

時期の主効果（F	(2,372)	=	2.249,	n.s.），

交互作用（F	(2,372)	=	1.189,	n.s.）は

いずれも有意ではなかった。	

(b)不機嫌・怒り	 不機嫌・怒りについて

は，群の主効果（F	(1,186)	=	.886,	n.s.），

時期の主効果（F	(2,372)	=	.497,	n.s.），

交互作用（F	(2,372)	=	1.574,	n.s.）は

いずれも有意ではなかった。	

(c)無気力	 無気力については，群の主効

果は有意ではなく（F	(1,186)	=	.004,	

n.s.），時期の主効果が有意傾向であった

が（F	(2,372)	=	2.417,	p	<.10），交互

作用は有意ではなかった（ F	 (2,372)	

=	.348,	n.s.）。  
操作変数の機能的な変容による影響：マ

インドフルネス介入群 57 名のうち，機能

的な変容が認められた生徒 30 名を有効

群，変化がなかった，あるいは非機能的

な変容が認められた 27 名を無効群とし

た。 

１）抑うつ	 抑うつについては，群の主

効果（F	(1,55)	=	.433,	n.s.），時期の

主効果（F	(2,110)	=1.991,	n.s.），およ
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び交互作用（F	(2,110)	=1.584,	n.s.）

はいずれも有意ではなかった。	

２）外傷後ストレス反応	 外傷後ストレ

ス反応については，群の主効果は有意で

はなく（F	(1,55)	=	.117,	n.s.），時期

の 主 効 果 は 有 意 傾 向 で あ っ た が （ F	

(2,110)	=	2.454,	p	<.10），交互作用は

有意ではなかった（F	(2,110)	=	.695,	

n.s.）。	

３）ストレス反応	 ストレス反応につい

ては，群の主効果（F	(1,55)	=	.000,	n.s.），

時期の主効果（F	(2,110)	=1.067,	n.s.），

および交互作用（F	(2,110)	=1.898,	n.s.）

はいずれも有意ではなかった。	

４）ストレス反応の下位尺度	

(a)抑うつ・不安	 抑うつ・不安について

は，群の主効果（F	(1,55)	=	.084,	n.s.），

時期の主効果（F	(2,110)	=	.928,	n.s.），

交互作用（F	(2,110)	=	1.793,	n.s.）は

いずれも有意ではなかった。	

(b)不機嫌・怒り	 不機嫌・怒りについて

は，群の主効果（F	(1,55)	=	.068,	n.s.）

および時期の主効果（F	(2,110)	=	1.051,	

n.s.）は有意ではなく，交互作用（F	

(2,110)	=	3.190,	p	<.05）は有意であっ

た。単純主効果の検定の結果，有効群に

おいて，介入前に比べて介入後の不機

嫌・怒り得点が低減していること（p	

<.05），介入後に比べてフォローアップの

不機嫌・怒り得点が増加していること（p	

<.01）が示された。	

	(c)無気力	 無気力については，群の主

効果（F	(1,55)	=	.307,	n.s.），時期の

主効果（F	(2,110)	=	1.292,	n.s.），交

互作用（F	(2,110)	=	.744,	n.s.）はい

ずれも有意ではなかった。	

	

Ｄ．考察 

	 本研究の目的は，東日本大震災に被災

した地域の高校生を対象として，集団に

おけるマインドフルネスの介入を実施し，

操作変数を明確にしたうえで，短期マイ

ンドフルネスの効果と今後の課題を明ら

かにすることであった。本研究の結果か

ら，本研究におけるマインドフルネスヨ

ーガ瞑想法が外傷後ストレス反応の低減

に効果があることや，マインドフルネス

の「注意」や「気づき」の獲得によって，

抑うつやストレス反応の不機嫌・怒りの

低減に効果があることが示唆された。	

	 本研究では，操作変数を明確にし，操

作変数の機能的な変容が効果に及ぼす影

響を検討することに意義がある。分散分

析の結果から，ストレス反応の下位尺度

である不機嫌・怒りについて，有効群に

おいて介入前に比べて介入後の不機嫌・

怒り得点の有意な低減が認められた。平

野・湯川（2013）は，マインドフルネス

の介入によって怒りの反すう傾向が低減

したことを報告している。本研究では，

マインドフルネスの操作変数を明確にし

たことで，マインドフルネスの「注意」

や「気づき」の獲得が，怒りの低減に効

果があることが示唆された。	

	

Ｅ．結論 

本研究の結果から，１回の介入のみで

も約半数の生徒において操作変数が機能

的に変容し，介入の効果が期待されたこ

とは，被災などの状況を考慮した短期的

な介入場面においても活用できると考え

られる。しかし，マインドフルネスの「注

意」や「気づき」を獲得し，それらを維

持促進するための手続きの検討が必要で

ある。そこで，マインドフルネスの維持

促進の手続きとして，集団に対するマイ
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ンドフルネスの実施に加えて，セルフマ

ネジメントを高めるためのホームワーク

の実施や，継続的な介入を行うことによ

る効果の検討を行うことが今後の課題で

ある。また，安全性や有効性を担保した

うえで，科学的，実証的な研究を蓄積す

ることによって，より幅広い対象に介入

が実施できるよう検討し，反応性を高め

る操作が必要であると考える。	
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医療従事者の職場状況と 

ワーク・エンゲイジメントとの関連性 

	

Ａ．研究目的 

近年，医療従事者が抱えるストレスや

バーンアウトの問題について，心理学的

な検討を行うことが求められる。たとえ

ば，医療従事者は，情緒的負荷が大きく，

固有のストレスを抱える職種であること

（窪田，1992），また，特に看護師を対象

とした研究では，看護師の職業的特徴に

より，精神的健康が低下する可能性が指

摘されている（豊増，2000）。これらの指

摘をみても，医療従事者のメンタルヘル

スについて，臨床心理学や健康心理学領

域をバックグラウンドとした研究を遂行

することは急務である。	

こうした中，医療従事者の離職防止や

医療安全の確保等を図ることを目的に，

平成 26 年 10 月より，医療分野の「雇用

の質」向上の取り組みが進められている。

ここでは，医療機関の勤務環境改善に関

する改正医療法の規定が施行され，各医

療機関が PDCA サイクルを活用しながら，

計画的に勤務環境改善に取り組む仕組み

（勤務環境改善マネジメントシステム）

が導入され，医療機関においても働き方

改革が進められている。	

	 一方，近年，医療従事者のみならず，

労働者のメンタルヘルスについて，より

ポジティブな側面から検討する際，ワー

ク・エンゲイジメントを鍵概念とする研

究が散見される。ワーク・エンゲイジメ

ントとは，仕事に関するポジティブで充

実した心理状態であり，活力，熱意，没

頭 に よ っ て 構 成 さ れ る （ Schaufeli,	

Salanova,	 Glnzález-Romá,	 &	 Bakker,	

2002）。活力は「就業中の高い水準のエネ

ルギーや心理的な回復力」，熱意は「仕事

への強い関与，仕事の有意味感や誇り」，

没頭は「仕事への集中と没頭」をそれぞ

れ意味しており（島津，2015），これらが

揃った状況（すなわち，ワーク・エンゲ

イジメントが高い状況）は，バーンアウ

トと対概念として位置づけられている

（Maslach	&	Leiter,	1997）。	

	 これまで，医療従事者におけるバーン

アウトを検討した研究は散見されるもの

の，医療従事者を対象にワーク・エンゲ

イジメントを取りあげた研究は数少ない。

また，医療従事者のワーク・エンゲイジ

メントを形成する要因について検討した

研究も希少である。	

	 以上から，本研究では，医療従事者を

対象に職場の状況（心的・制度的側面の

状況）とワーク・エンゲイジメントとの

関連性について検討することを目的とす

る。	

	

Ｂ．研究方法 

研究対象者と調査方法：栃木県に所在す

る医療機関に従事する者（理学療法士，

作業療法士，言語聴覚士，医師，看護師，

介護士，事務職，その他）199 名を対象

に調査を実施した。その内，調査項目に

記入漏れなど不備の無かった者，133 名

を本研究における解析対象者とした。な

お，133 名中，年齢の記載があった 127

名の平均年齢は 38.49±10.85 歳であっ

た。職種別の解析対象者数は，理学療法

士 35 名，作業療法士 15 名，言語聴覚士

９名，医師３名，看護師 47 名，介護士

14 名，事務職 10 名であった。 

調査項目：(a)	デモグラフィック項目：

性別，年齢，職種，職歴，資格取得歴，
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活力 熱意 没頭

人間関係 -.03 -.02 -

仕事の裁量性 .09 .05 -

処遇 .06 -.08 -.06

社会とのつながり .36** .43** .30**

休暇・福利厚生 .07 .22* .23*

**p < .01, *p < .05

通勤時間，睡眠時間，自己研鑽へ割く時

間，(b)	メンタルヘルス改善意識調査票

（MIRROR）（Tahara,	et	al.，2009），(c)

快適職場調査（ソフト面）（中央労働災害

防止協会中央快適職場推進センター，

1999），(d)ユトレヒト・ワーク・エンゲ

イジメント尺度（Shimazu，2008）を用い

た。 

	 なお，本研究においては，(c)および(d)

の尺度得点を用いて解析を行った。	

倫理面への配慮：対象者に対して，調査

用紙への回答は無記名であり，個人特定

することはなく，任意であること，調査

用紙へ回答しないことや回答を中断する

ことで不利益を被ることは一切ないこと，

回答の結果が業務上の評価などに用いら

れることはないこと，結果は個人特定で

きない形で学会等での発表を予定してい

ることを，書面で教示し，同意する場合

のみ回答を求めた。なお，本研究の手続

きは大妻女子大学大学研究倫理委員会の

承認を得て実施した（倫理承認番号：

30-025）。 

	

Ｃ．研究結果 

	 はじめに，快適職場調査（ソフト面）

の下位尺度得点（キャリア開発・人材育

成，人間関係，仕事の裁量性，処遇，社

会とのつながり，休暇・福利厚生，労働

負荷）とユトレヒト・ワーク・エンゲイ

ジメント尺度の下位尺度得点（活気，熱

意，没頭）との間で Pearson の積率相関

係数を算出した。その結果，「人間関係と

活気（r	=.23,	p	<.01），熱意（r	=.22,	p	

<.01）」，「仕事の裁量性と活気（r	=.28,	p	

<.01），熱意（r	=.24,	p	<.01），没頭（r	

=.19,	p	<.05）」，「処遇と活気（r	=.32,	p	

<.01），熱意（	r=.27,	p	<.01），没頭（r	

=.22,	p	<.05）」，「社会とのつながりと活

気（r=.45,	p	<.01），熱意（r	=.48,	p	<.01），

没頭（r	=.36,	p	<.01）」，「休暇・福利厚

生と活気（r=	.27,	p<	.01），熱意（r=.35,	

p<.001），没頭（r=.32,	p<.01）」，「労働

負荷と活気（r=.18,	p<.05），熱意（r=.19,	

p<.01）」のそれぞれで有意な相関関係が

認められた（Table.1）。	

Table.1	 相関分析	

	

	 つぎに，有意な相関係数が認められた

下位尺度得点を用い，快適職場調査（ソ

フト面）を独立変数，ユトレヒト・ワー

ク・エンゲイジメント尺度の下位尺度得

点のそれぞれを従属変数とした重回帰分

析を実施した。その結果，「活力」につい

ては「社会とのつながり」（β=.36,	p	

<.01），「熱意」については「社会とのつ

ながり」（β=.43,	p	<.01）および「休暇・

福利厚生」（β=.21,	p<	.05），「没頭」に

ついては「社会とのつながり」（β=.30,	p	

<.05）および「休暇・福利厚生」（β=.23,	

p	<.05）でそれぞれ有意な関連性が認め

られた（Table.2）。	

Table.2	 重回帰分析	

	

	

	

	

	

	

活力 熱意 没頭

キャリア開発・人材育成 .10 .13 -.01

人間関係 .23** .22** .13

仕事の裁量性 .28** .24** .19*

処遇 .32** .27** .22*

社会とのつながり .45** .48** .36**

休暇・福利厚生 .27** .35** .32**

労働負荷 .18* .19* .07

**p < .01, *p < .05
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Ｄ．考察 

	 本研究の結果，ワーク・エンゲイジメ

ントの構成要素である，「活気」，「熱意」，

「没頭」は，共通して「社会とのつなが

り」が関連していることが示された。社

会とのつながりは，自分自身の仕事が社

会から高い評価を受け，また，より良い

社会を築くことへ寄与している実感など

であり，こうしたことは，ワーク・エン

ゲイジメントを高くする要因である可能

性が推測される。	

	 また，「熱意」と「没頭」については，

「社会とのつながり」に加え，「休暇・福

利厚生」が関連する要因であることが認

められた。休暇・福利厚生は，年次休暇

の取りやすさや心身の健康相談を担う機

関内外の専門スタッフの有無であり，こ

うした物理的要因が，特に「仕事への強

い関与，仕事の有意味感や誇り」や「仕

事への集中と没頭」へ寄与する可能性が

推測される。	

	

Ｅ．結論 

医療従事者のストレス負荷や高離職率

の問題が社会的問題となり,医療機関に

おける働き方改革が推進される現代社会

において，自身の業務が社会的価値の高

いものであるという認識や社会から認め

られるものであるという認識は，仕事へ

の関心や集中を喚起する可能性がある。

加えて，休暇の取りやすさや心身の支援

体制を整備することも，仕事への関心や

集中を喚起する重要な要因であり，医療

従事者の仕事に対する個人的な認識と労

務環境の整備を行うことで，より働きや

すい職場を築くことにつながるだろう。	
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